
































する先行研究と呼べ も はこの論文くらいで、あとは時評と言うべきものであろ 。　
一九五二年四月二八日、サンフランシスコ講和条約が発効し、日本は被占領状態からの独立を果たした。それを「主権

















にどのような結果をもたらしたのか いった膨大 領域を扱うことになるため、四月二八日を「主権回復の日」と位置付けること 問題点を浮かび上がらせることに目的を限定する。そのため既存の関連研究に依拠しつつ、基礎的な くつかの条約や文書を読解し、この「主権回復 日」 関する問題の構造を簡潔に示していく。　
この問題を大局的に考えるにあたって、ジョン・ダワーの「サンフランシスコ体制」 （
San Francisco Treaty System
）と










































































































は間違いない。 「終戦」は戦時中の生活しか知らなかった少国民たちに戦争は終わるのだと教え、民間人たちにもう空襲におびえなくてすむ喜びを与え、更に本土決戦で竹槍 持 て戦車や
B 
29に向かうことを回避させた。そして兵士たちは
死ななくてすんだと安堵し、あるいは死んでいった戦友たちに対 て「生き残って申し訳ない」という思いを抱き、もうないと思っていた「この先の人生」が新しく出現して まっ ことに戸惑いをおぼえた。　
このような長い戦争からの「解放」としての八・一五の断絶を差し置いて、占領期の七年間を「最も深い断絶」と語る
のは奇妙 こ である。無謀な戦争 結果、大日本帝国 臣民一人一人に 、無責任な指導者たちを上にいただく形で主権を喪失（無条件降伏）した などよりも、戦争が終わったことの方が正直嬉しかっ という過去を無視することで成り立つロジックであり、もっと言えば敗戦に打ちひしがれた は多くの場合、自分 ちが を追及されかねない立場にいた指導者（首相の祖父 り、
A級戦犯容疑者であった岸信介はこの筆頭格である）か、それに近い人々であった











































活動を停止したことを確認するまで連合 は戦闘を続けた。 「終戦の詔勅」は八月一四日に閣議決定され、八月一五日の正午、ラジオ放送を通じて一般にそれが知らされることで軍事活動を公式に停止し、戦闘は終結し しかしこの「玉音放送」は いわば大日本帝国内向けのおふれ あって、国際的に第二次世界大戦の終結は、日本政府が降伏文書にサインした九月二日を指すのが普通である。　
そもそもポツダム宣言は民主主義の立場からファシスト勢力と戦うという連合国側の、対日戦争終結についての国際的













踏まえた上での第二次世界大戦の戦後処理という歴史的文脈で考えなければならない。それは従来になかった占領形式としてのかつてない降伏である。つまり第二次世界大戦に固有 降伏（および占領）方式と言えるため、日本を含めたいくつかの枢軸国の事例から、 帰納法的に確定されるべきものと言える。 最も極端なドイツ 例のみを取りあげて 「無条件降伏」とはこういうものだ（日本は違う） 、と言い切 ことはできない。歴史学者の荒井信一の指摘するように、降伏後の対独参戦を前提と（＝連合軍と約束）したイタリアの場合でも、講和条約前文には「イタリアのファシスト体制は一九四三年七月二五日に打倒され、イタリアは無条件に降伏し〔
















た末に作られた現在の政治体制の否定と捉えられ、それは普通、戦前の体制の肯定として国際的に受けとめられ猛反発を受け のである。首相式辞では戦後日本が「普遍的自由と、民主主義と、人権を重んじる国柄を育て」てきたことを称賛しているが、そうであるならば、新憲法制定など全く必要ないはずである。しかし自民党の憲法改正草案は明らかに「改憲」でなく「新憲法」の制定を目指しており、 「戦後レジームからの脱却」を考えていると思われる。この点からも、 主権の転換」は、 「四・二八」を考える上で重要な意味をもつのである。（３）主権の転換　
さて、既に述べた通り、 「主権回復」という位置づけ自体、対外的意味での主権（いわば独立）に焦点を当てた捉え方

























うに戦争を利用した領土拡大を否定している。もちろん領土拡大そのものを目的とした侵略戦争が否定されるのは当然である。世界最大の植民地保有国であった英国がこれを述べることが欺瞞的であるという面は当然ある 、ナチスをはじめとする侵略への対抗 力を結集するために国際社会にこう宣言したことは、脱植民地化の勢力を勢いづけた。もっと言えばこのことから、四五年に米国政府が沖縄の人々の「自由に表明す 希望」抜きで行った施政権の変更が、当時の国際的基準においても不当であったこと 批判 ことも可能であ 
ここでもう一つ重要なのが第６項である。 「 『ナチ』の暴虐の最終的破壊の後両国は一切の国民に対しその国境内に於て
安全に居住する手段を供与し かつ一切の の一切の人類が恐怖及欠乏より解放されその生を全うできるこ を保証する平和が確立されることを希望する」 （傍線引用者） 。こ で傍線を引いた部分は日本国憲法における平和的生存権にもつながっていく文言であ が、この文言を別 角度から考えると、次 ような論理が見えてく 。 「ナチ」のような暴虐的な国家体制（広義の政府）が破壊された後、 「一切 国の一切の人類」に対 「恐怖及欠乏より解放され ることを希望として英米両国が述べている以上 は侵略者側であるドイツ人民（そしてその後同じく英米の敵となる日本人民）にも、等 く適用されるべきものであり 普遍的な理念とはそういうも な である。　
こうした考え方は、国際法学者の大沼保昭が詳細に論じているように、戦時中に紆余曲折を経ながら「指導者責任観」






















ば、誤った戦争を実行した相手国の国民の奴隷化や敗戦国民への報復的処罰も可能ということになる。それは相手側に死に物狂いの抵抗をもたらすことになり、また、連合国の戦争目的の「正しさ」を損いかねないものであ のため、この無条件降伏と合わせて強調され、両首脳が記者会見等で度々言及した が、相手国の 民の撲滅を意味す ものでないという立場である。この正当化に いて、先に挙げ 大西洋憲章が再び持ち出されることとなる。　
とはいえ、フリーハンドを保つためには、処罰される指導者とは誰（どの立場）までであるかを事前に明確に相手側に




連の対日参戦が決まり、大西洋憲章に反するソ連の北方領土獲得などの密約が話し合われた。同年四月、ソ連との協調路線を進めてきたローズベルト 統領の死を経て、米英ソの駆け引きが強まる中で、七月二六日に出されたのがポツダム宣言だった。まさに一方的に出された宣言に対し、 「国体護持」の可否がわからない鈴木内閣はこ を「黙殺」した。しかし原爆投下とソ連参戦を受け、本土決戦になったら天皇の責任追及は免れないという声が首脳部内でも強まり、八 一四日、ポツダム宣言受諾を決めた。　
ポツダム宣言第
6項には、 「われらは無責任な軍国主義が世界から駆逐されるまで平和、安全及び正義の新秩序が成立





































という原則に基づいた政府が樹立されることを、 日本政府は明確に受け入れているのであり、 このポツダム宣言の受諾（無条件降伏）抜き 、 国民主権への転換はあり得 かった。そしてそれは日本国憲法の制定・施行によって現実のものとなったのである。言うまでもなくこの体制の断絶を理論的 立場から説明しようとしたのが、宮沢俊義の「八月革命説」である
）11
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立とに向き合わなければならない。しかしながら一九五二年四月二八日と う日付が持つ意味はもっと広い。つまり「主権回復」という位置づ 以外にも、今日の日本のあり方と関わる重要な意味を持つ なのだ。紙幅も尽きてきたので、駆け足でそのことを見て、本稿の締めくくりに進んでいこう。　
そもそも講和当時にあって、条約の発効を「主権回復 と位置付けることはほとんど見られないことだった。むしろ今











また、 「独立」ということばも頻繁に使われていたが、 首相式辞には、 「独立」が出てこない。 「独立」の前提である「占領」






つながらな 安保条約の位置づけは、 「日米同盟」 重視する自民党にお ても出したくないものなのだろう。首相式辞では占領の主体（連合軍の中心） しての米軍も出てこなければ 安保条約発効の日という事実も触れられていな 。米軍について言及されるのは唯一、震災時の トモダチ作戦 ある。　
上述の通り、サンフランシスコ講和条約とは、日本の対戦国全てとの講和である「全面講和」か、アメリカを中心とし




れた蒋介石の中華民国政府を「中国」として承認していたアメリカの思惑もあり、他方、英国が中華人民共和国を承認していたというズレもあり、結局両 もに講和会議には呼ばれなかった。ただし台湾とは、まさに一九五二年四月二八日に日華条約という、台湾からすればあまりに妥協的な講和条約を日本は個別に結ぶことで 戦争の処理よりも冷戦のための西側の友好国 関係構築が優先された。こうした形でのなし崩し的な戦争処理は 現在の歴史問題はもちろんのこと、領土問題にも影を落としている。　
本来、かつての紛争当事国同士が、戦争後の国交回復（あるいは講和）において領土を確定することが行われることは






















は講和会議のあり方を批判して会議に参加しなかったわけで、 「四・二八」の講和が不十分であったという点とつなげて言及されてもいいはずだが、そういうこと は触れられていない。戦後日本が途上国支援という名目の戦争処理を通じて企業の海外進出を進めてきたことをポジティブ 位置づけ、今後の経済進出先として「有望」 考えられる両国を国内に印象付けようということであろう。　
結局、 「前向き」 とか 「未来志向」 とでも言われる歴史とは、 自分たちに都合のいいことだけを見ることによって成立する、






























4） 西川伸一 「 『主権回復・国際社会復帰を記念する式典』 を批判する






























































the people of Japan 「日本人民」が「日本国国民」と訳されているなど、 国民主権への転換を考えるにあたっ
て、外務省の政治的スタンスが反映されており問題があるため、筆者が翻訳したものを引用した。
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あたり筆者の手元にある増補版のページ数を記した。また、 「例外」として、講和前後の時期において侵略の問題につ て指摘していた論者に関しては、古関彰一『 「平和国家」日本の再検討』 （岩波書店、二〇〇二年） 一〇〇―一〇三頁 挙げられている。
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